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に埋もれやすいことが示唆された。 

なお、Pb で規格化した 2012 年 8 月の Zn、

Cd および Pb の存在比は、地殻のそれに近づい

たことから、これは操業停止の効果が現れた結

果と考えられた。ただし、このときの Cd の比

率は地殻の 2 倍以上であることから、事業所周

辺は一般的な土壌に比べて Cd が相対的に多く

含まれていることが示唆された。なお、この時

の降下量が当該地域のバックグラウンドに近い

レベルであろう。対照地点 X（2005.4～2013.3）

の Pb で規格化した Zn、Cd および Pb の存在比

は、地殻のそれとほぼ同じであることから、

Zn、Cd および Pb に関して X は、特定の工場

等の影響を受けない適切な対照地点であること

が示された。 

3.3. 調査地点 I～IVの比較 

3.3.1. Zn, Cd および Pb 降下量の平均値 

I～IV を比較すると、Zn、Cd および Pb 降下

量はいずれも事業所東側の II が最も多く（Fig. 

3（a））、Zn と Pb は他のすべての地点と、Cd

はⅠおよびⅣと有意差（p<0.05）が見られた。

また、降下ばいじん中割合も II が最も高く

（Fig. 3（b））、Zn、Cd および Pb は I および

IV と有意差（p<0.05）が見られた。飯島ら

（2006）は当該事業所の排出口から拡散する

Cd の動態を、プルームモデルを用いてシミュ

レートしている。その結果によれば、事業所の

東側は排出口からのプルームの直接的な影響を

強く受けることが示唆されており、実際に

SPM 中の Cd 濃度も事業所東側の監視局（Fig. 

1 の ii）において最高値を示した（飯島ら , 

2006）。このことは、降下ばいじん調査におい

て、Zn、Cd および Pb 降下量が II において最

高になった結果と整合する（Fig. 3（a））。した

がって、事業所の東側は大気排出の影響を強く

受ける特性を有することが考えられた。 

3.3.2. Zn, Cdおよび Pbの風向別相関図 

I～IV における Zn、Cd および Pb 降下量の風

向別相関図を Fig. 4 に示した。また、監視局 i、

iii および iv の風向データから作成した風配図

も併せて示した。なお、 ii の風向データは

Calm が 59%と他の監視局よりも異常に高く、

利用できるデータ数が不足したため、II におけ

る風向別相関図の作成には、周辺建物等の影響

が少なく、事業所近傍の風向を代表すると考え

られた i の風配図データを代用した。i、iii お

よび iv の風速はいずれも平均 2 m/s 程度であり、

地点間の差はほぼなかった。 

Fig. 4 から I、II および IV の Zn、Cd および

Pb は、事業所方向からの風向と有意な正の相

関を示し、事業所の影響を効果的に捉えている

ことが示された。一方、III は事業所との距離

が近いものの、事業所方向の風向とは有意な相

関を示さなかった。ここで iii の風配図をみる

と、その風向は事業所に対して平行した東西方

向に偏っており、事業所方向からの南よりの風

はあまり吹かないことがわかる。III において

事業所方向からの風向と正の相関を示さなかっ

た要因は、この点にあるのかもしれない。 

3.4. 降下量と PRTR データの比較 

PRTR データは当該事業所から排出される年

間総量である。そこで、この値と直接比較でき

るように事業所の周辺地域に対する Zn、Cd お

よび Pb の年間総降下量を試算した。試算にあ

たっては、前述のとおり当該地域のバックグラ

ウンドレベルと推察された 2012 年 8 月の Zn、

Cd および Pb 降下量を差し引いた。なお、バッ

クグラウンドは常に一定であると仮定した。試

算における対象地域は I～IV によって囲まれた

エリア（Fig. 1）とし、この面積を地点間の距

離からヘロンの公式によって 0.56 km
2 と算出

した。I～IV における当該年度の降下量の算術

平均値からバックグラウンドを 1 年分差し引き、

これにエリア面積を乗じて当該年度の総降下量

を求めた（Table 2）。Cd および Pb の年間総降

下量と PRTR データの間には相関は見られなか

ったものの、両者の値は概ね近かったことから、

事業者が届け出た PRTR データの妥当性が窺え

た。一方、Zn も Cd および Pb とともに当該事

業所の影響によって周辺環境に降下しているこ

とが確認されたものの、PRTR データでは 0 

kg/year であった。しかし、PRTR 制度では Zn

の水溶性化合物のみが対象であることから、事

業所から大気排出される Zn がすべて不要性の

金属 Zn か酸化 Zn 等である場合には、大気排

出は 0 kg/year のままでよい。ただし、Cd およ

び Pb の年間降下量と、PRTR データの関係か

ら予測した Zn の大気排出量は 300 kg/year 程度 
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であるため、この中に水溶性化合物が含有され

ていないか確認する必要があろう。PRTR 制度

は、有害化学物質による環境汚染を未然に防ぐ

ことを目的に、化学物質の排出および移動に関

して事業者に自主的な管理を促すものである。

そのため、排出量の算出方法は事業者にある程

度委ねられているものの、排出量をより正確に

把握することは当然望ましく、今後は排出され

る Zn の化学形態を考慮した事業所指導が必要

になるかもしれない。正確な排出実態を把握す

ることは、リスクコミュニケーションに資する

など、事業者と周辺住民との良好な信頼関係の

構築にも貢献するであろう。  

4.まとめ 

金属精錬事業所周辺における降下ばいじん中

重金属（Zn、Cd、Pb）の挙動について、気象

観測結果および大気排出の PRTR 届出量との関

係を解析した結果、以下の知見が得られた。 

A) 事業所周辺の Cd 降下量には、経時的な減少

傾向が認められたものの、対照地点に比べ

て Cd を含む Zn と Pb の降下量は有意に高

く、それらの降下ばいじん中割合も有意に

高かった。このことから、依然として周辺

環境に対する事業所の影響の存在が確認さ

れた。特に事業所の東、西、南側の調査地

点では、重金属の降下量と事業所方向から

の風向には有意な正の相関が見られた。し

かし、北側の調査地点ではその傾向が見ら

れなかったが、これは事業所方向からの風

向が極端に少ないことが要因であろう。 

B) 事業所の操業が停止していた 2012 年 8 月は、

すべての調査地点で Zn と Cd の降下量とそ

の降下ばいじん中割合は顕著に低下した。

ただし、Pb の低下は Zn と Cd のそれに比べ

て緩慢であり、地殻（土壌）に対する特異

性も乏しいことから、Pb は事業所の影響を

みるうえでは指標性が低いことが示された。

なお、この時の重金属の降下量が当該地域

のバックグランドレベルであろう。ただし、

この時の Pb に対する Cd の存在割合は、地

殻のそれよりも高いことから、事業所周辺

の土壌は一般的な土壌よりも Cd が相対的に

多く含まれていることが示唆された。 

C) 前述した A）および B）の知見を総合的に

考慮すると、より効率的で効果的な事業所

の監視体制としては、事業所の東、西、南

側の地点において、Zn および Cd を監視調

査すれば十分であることが考えられた。 

D) PRTR データにおける Cd および Pb の大気

排出量は、事業所周辺の Cd および Pb の年

間総降下量の実態と概ね合っていたことか

ら妥当性が窺えた。一方、Zn は PRTR デー

タの大気排出量が 0 kg/year であり、Zn の年

間総降下量とは合わなかったが、PRTR 制度

の対象が水溶性化合物のみであることから、

今後は事業所から排出される Zn の化学形態

を考慮した事業所指導が必要かもしれない。 
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